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かながわ中央消費生活センターは、県と市

町村が一体となって県内の消費生活相談体制

を充実するため、日々消費生活相談を受ける

ほか、「地域消費生活相談支援システム」を

活用した相談情報の収集・分析と、被害未然

防止情報の提供等により、市町村の消費生活

相談に対する支援を行っています。

近年、インターネットの普及や少子・高齢

化の進展、不況による生活不安等により、消

費者をめぐる環境は大きく変化し、消費者被

害もますます多様化・複雑化しています。

こうした中、当センターでは、平日昼間の

時間帯に相談ができない方の利便性向上のた

め、平成17年５月から、NPO団体との協働

による週末電話相談（土・日曜）を行ってき

ましたが、これに加え平成19年度からは、休

日及び夜間（水曜）の相談も開始し、平成20

年度は休日1,700件、夜間300件の相談があり

ました。また、平成19年度からメール相談を

スタートさせ、平成20年度は400件を超える

相談がありました。さらに、平成21年度から

センターの相談時間を月曜から金曜は９時30

分から19時、土・日曜及び祝休日は９時30分

から16時30分とし、相談体制の充実を図りま

した。

当センターが受け付けた相談件数は、架

空・不当請求が激増した平成16年度（12,000

件）をピークに減少したものの、平成20年度

は約7,500件でした。また、市町村を含めた

県内における相談総件数は65,000件程で、前

年度に比べ約6,500件、１割の減少となって

おり、いわゆる「クリック詐欺」といわれ

るパソコンのサイト利用料に関する不当請

求などの「オンライン等関連サービス」の

相談が減少したものの引き続き１位となっ

ています。

また、景気低迷による企業倒産や失業者

の増加等を反映して、消費者金融やクレジ

ット会社等からの借金返済に窮し、多重債

務に陥ってしまった方に対する取組みとし

て、NPO団体と協働し、相談者を確実に法

律の専門家につなぎ、多重債務に困窮する

県民の救済と生活再建を支援しています。

今後も県民にとって利用しやすく、迅

速・適切な対応が取れる消費生活相談窓口

として、センター機能の充実・強化に努め

るとともに、市町村との連携を一層強化し、

県民が「自立した消費者」として、主体的

に行動できるよう支援するための相談・助

言対応を展開し、トラブルの解決をサポー

トする消費生活センターを目指してまいり

ます。
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